
三訂はしがき

本書は，会員資格の判断・員外貸付の可否など信用金庫法に関するさま

ざまな疑問を取り上げ，Ｑ＆Ａ形式で簡潔まとめたものです。出版にあた

っては，実務に役立つよう以下の点に留意して編集・制作しています。

① 現場のニーズに合った事例の設定……本書で取り上げている事例の

多くは信用金庫職員の方々からの照会・質問をもとに作成しており，

現場の疑問・悩みに応える内容となっています。

② 実務の視点で具体的かつ簡潔な解説……単なる法律の条文解説では

なく，現場で判断する際の参考となるよう具体的結論を提示するとと

もに，その根拠を簡潔に解説しています。

③ 信用金庫実務に精通した実務家・弁護士による執筆……信用金庫法

および現場の実情を踏まえた的確な解説で業務の実践的手引書といえ

ます。

本書は，1991年に弊社で発刊された『信用金庫法の相談事例』（立原幸

雄著）を前身としており，同書については改訂・増刷を重ね，17年の長き

にわたって読者の皆様にご愛用いただいてきました。その後，法改正や実

務の変化への対応等から全面的に刷新する必要が生じ，2008年，『信用金

庫法の実務相談』としてリニューアルしました。

三訂にあたっては，今日的なテーマや新たに問い合せのあった項目を中

心に26の事例を追加するとともに，全体の記述内容について見直しを行い

ました。

本書が信用金庫役職員の日常業務の座右の書として実務の一助となれば

望外の喜びです。

2018年７月 ㈱経済法令研究会
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凡　　　例

【用語の略記】
・金庫⇒信用金庫
・信金⇒信用金庫
・信組⇒信用組合

【法令等の略記】
・法⇒信用金庫法
・信金法⇒信用金庫法
・施行令⇒信用金庫法施行令
・施行規則⇒信用金庫法施行規則
・定款例⇒信用金庫定款例
・平成10年告示⇒信用金庫が会員以外のものに対して行なう資金の貸付

け等に関する期間及び金額を指定する件（平成10年12月14日告示第54号）
・独禁法⇒私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律
・中企法⇒中小企業等協同組合法
・生協法⇒消費生活協同組合法
・農協法⇒農業協同組合法
・水産協法⇒水産業協同組合法



Q 1 金庫の非商人性

……………………………………………………………………………

金庫は商法上の商人に該当しますか。また，商人に該当しないとした場合，

金庫はどのような点に留意して取引すべきですか。

金庫は商法上の商人に該当しません。したがって，金庫は非商人

性を前提として取引をする必要があります。具体的な留意点としては，貸金

債権の消滅時効管理，商事留置権の成否および損害賠償請求における遅延損

害金の法定利率などがあります。

これまで，協同組織金融機関たる金庫や信組の商人性が争われた事案に関

する最高裁判決としては，信組の貸金債権の消滅時効期間に関するもの（最

判昭和48・10・５金判392号11頁，以下「昭和48年判決」という）および金庫の

商事留置権の成否に関するもの（最判昭和63・10・18民集42巻８号575頁，以下

「昭和63年判決」という）の２つがあり，いずれも「商法上の商人には当たら

ないとするのが相当である」と判断しています。

また，比較的最近になって，最高裁は信組の商人性を否定し，その預金払

戻債務の履行遅滞に伴う遅延損害金につき，民事法定利率である年５分を適

用すべきであると判断しました（最判平成18・６・23金判1252号16頁，以下

「平成18年判決」という。この判決を簡潔に紹介するものとして，平野英則「協同

組織金融機関の非商人性と遅延損害金の法定利率」銀法664号１頁）。

上記最高裁判決のうち，昭和63年判決のみが金庫に関するものであり，昭

和48年および平成18年の両判決は信組に関するものですが，金庫および信組

はともに協同組織金融機関とされており（通説。上柳19頁），信組に関する最

高裁判決も金庫の実務を考えるうえで参考になります。

これらの一連の最高裁判決は，協同組織金融機関の非商人性を認定してお

り，金庫業界全般の金融実務，特に，貸金債権消滅時効の管理，有価証券担

保権取得の要否に関する判断および法定利率の計算等の実務に影響を及ぼし

ますので，実務上も重要な判決といえます（平野・前掲１頁）。 （平野英則）

2

解 説

A



Q 2 金庫の非商人性と貸金債権消滅時効の管理

3

1

金
庫
の
性
格

……………………………………………………………………………解 説

金庫は，その非商人性との関係で，貸金債権消滅時効の管理に際し，どの

ような点に留意すべきですか。

協同組織金融機関たる金庫は非商人ですが，その貸金債権は常に民

事債権として10年の消滅時効期間（民法167条１項）が適用されるわけでは

なく，顧客の商人性および金庫と顧客との取引の商行為性により，民事消滅

時効期間の10年が適用される場合と商事消滅時効期間の５年間（商法522条

１項本文）が適用される場合があります。

したがって，顧客の商人性および金庫と顧客との取引の商行為性を見極め

たうえで，消滅時効管理をする必要があります。

昭和48年判決は，信組の商人性は否定したものの，借入人の商人性を通じ

て貸付取引の商行為性を認定することにより，商事消滅時効期間の５年間を

適用したものであり，協同組織金融機関の債権（消滅時効）管理上非常に重

要な判決です。

協同組織金融機関の債権に商事消滅時効が適用されるのは，協同組織金融

機関または顧客の双方またはいずれか一方にとって商行為となる場合です。

⑴ 顧客が商人である場合

協同組織金融機関は非商人ですが，顧客が商行為をすることを業とする商

人である場合には（商法４条１項），その間の取引（商行為）から生じる債務

には商事消滅時効が適用されます（同法522条）。

⑵ 協同組織金融機関の行為および／または顧客の行為が商行為である場合

協同組織金融機関の行為および顧客の行為の双方が商行為である場合はも

ちろんのこと，協同組織金融機関の行為または顧客の行為のいずれか一方が

商行為である場合にも（注），その間の取引（商行為）から生じる債務には，

商事消滅時効が適用されます（同法522条）。

協同組織金融機関と顧客の商人性および商行為性の観点から２段階的に検

A



討すると，下記の表のように，その債務（権）に商行為性がない場合にのみ

民事消滅時効が適用され，それ以外の場合はすべて商事消滅時効が適用さ

れます。

したがって，顧客（借入人）の商人性と取引の商行為性を分析したうえ

で，その取引から発生した債権に適用される消滅時効が商事・民事のいず

れであるかを見極めて，時効期間の管理をすることが肝要です（同旨，平

野・前掲Ｑ１・１頁）。

なお，実務的には，貸金は５年の時効で消滅するという前提で時効期間

の管理をするのが堅実な手法といえます。

（平野英則）

4

（注） 通説・判例は，本条にいう商行為により生じた債権とは，債権者または債務者
の一方のために商行為となる行為により発生すれば足りるとしています。判例と
して，大判明治44・３・24民録17輯159頁があります。

商人性／商行為性 協同組織金融機関 顧客 債務の商行為性 消滅時効

商 人 性
× ○ ○ 商事（５年）

× × × 民事（10年）

○ ○ ○ 商事（５年）

商行為性
○ × ○ 商事（５年）

× ○ ○ 商事（５年）

× × × 民事（10年）

（○：あり，×：なし）



Q 3 金庫の非商人性と商事留置権

……………………………………………………………………………解 説

金庫は，その非商人性との関係で，取立を委任された手形について，商事

留置権が成立するのですか。

商事留置権は，商行為の当事者双方が商人であることを要件として

いますので（商法521条），協同組織金融機関たる金庫の商人性が否定され

る以上，金庫が商事留置権を取得することはありません。

昭和63年判決は，金庫の商事留置権の成否が争われた事案において，金庫

の商人性を否定することにより，商人間で双方のために商行為である場合に

適用される商事留置権（商法521条）の成立を否定したものです。

この判決を前提に，金庫の商事留置権の成否を表すと，下記の表のように

なります。 

したがって，金庫は，商事留置権の成立を前提としない融資実務対応が必

要であり，取引先の信用状態に応じ，必要があれば，取立手形を担保として

徴求することが肝要です（同旨，平野・前掲Ｑ１・１頁）。

（平野英則）

5

1

金
庫
の
性
格

A

商人性 協同組織金融機関 取引先 商事留置権

商人性
× ○ 不成立

× × 不成立

（○：あり，×：なし）
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